




「令和８年４月～令和９年３月公演における案内等業務の委託」


技術提案書様式











独立行政法人日本芸術文化振興会


（別記様式２－１）受付番号（　　　　）


	（１）統括責任業務従事者の実績・経験

	・仕様書１１．業務従事者の要件に掲げる内容を評価するため、予定する統括責任業務従事者の氏名と実績・経験年数を記述すること。なお、正社員であること及び保有資格を確認できる書類を提出すること。






（別記様式２－２）受付番号（　　　　）


	（２）受付業務従事者の実績・経験　（３）場内案内・ロビー業務従事者の実績・経験
（４）放送業務従事者の実績・経験　（５）英語以外の言語による接客体制

	・仕様書７．配置ポスト及び１１．業務従事者の要件に掲げる内容を評価するため、受付業務、場内案内・ロビー業務、放送業務の各業務の従事予定者を記述すること。

	番号
	配置ポスト
	対応可能な言語
	過去の同等業務の実績・経験年数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




（別記様式２－３）受付番号（　　　　）


	（６）国立劇場の事業の特性を踏まえたお客様対応

	・日本芸術文化振興会ホームページや公演予定表、各施設の座席表を参考として、国立劇場の事業の特性を踏まえたお客様対応を記述すること。






（別記様式２－４）受付番号（　　　　）


	（７）国立劇場の事業の特性を考慮した研修体制

	・仕様書１０．経費の負担、１１．業務従事者の要件及び１３．研修に掲げる研修について評価するため、研修体制について具体的に記述すること。なお、記述にあたり、国立劇場の事業の特性に考慮した点を明記すること。
　また、自社内で技術向上のための定期的な避難誘導や救急対応策等の研修体制があるか記述すること。
　補足資料があれば添付すること。






（別記様式２－５）受付番号（　　　　）


	（８）お客様からの苦情への対応と処理及び報告

	・本業務内訳書において、受付業務、統括責任業務に掲げる、お客様等からの苦情への対応と処理及び報告について、どのように対処するのか具体的に記述すること。なお、記述にあたり、国立劇場の事業の特性に考慮した点を明記すること。
　補足資料があれば添付すること。






（別記様式２－６）受付番号（　　　　）


	（９）緊急時の連絡及び指揮命令体制

	・仕様書１１．業務従事者の要件（２）イに掲げる「不測の事態」に対してどのように備えるのか、社内の連絡及び指揮命令体制について記述すること。なお、記述にあたり、振興会との直接的な窓口となる者を明記すること。
　また、「不測の事態」に対してどのように対処するのか具体的に記述すること。なお、記述にあたり、国立劇場の事業の特性に考慮した点を明記すること。
　補足資料があれば添付すること。






（別記様式２－７）受付番号（　　　　）


	（１０）契約実績

	「平成２３年４月１日以降に、１ホールにおける席数が７５０席以上の劇場又は文化施設での公演において、案内、受付、放送のすべての業務を、継続して１２ヶ月以上の期間、履行した実績」を記述すること。
※文化施設とは、演芸場、音楽堂、公会堂、その他の主として舞台芸術の上演・演奏等のために用いられるホール施設をいう。

	１
	施 設 名
	

	
	客 席 数
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	

	２
	施 設 名
	

	
	客 席 数
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	

	３
	施 設 名
	

	
	客 席 数
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	

	４
	施 設 名
	

	
	客 席 数
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	

	５
	施 設 名
	

	
	客 席 数
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	

	６
	施 設 名
	

	
	客 席 数
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	

	７
	施 設 名
	

	
	客 席 数
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	


※契約書の写し及び仕様書等、契約内容が確認できる書類（業務内容、履行期間及び履行場所の客席数が確認できる資料を含めること。）を添付すること。

（別記様式２－８）受付番号（　　　　）



法令遵守
（事故及び不誠実な行為の有無）

件　名　令和８年４月～令和９年３月公演における案内等業務の委託


令和７年１月１日から本件の申請書の提出期限の前日までに受けた文部科学省又は文部科学省関係機関による取引停止又は指名停止措置についてすべて記載すること。

	　　措置を行った機関
	取引停止又は指名停止の期間

	

	
令和　年　月　日から令和　年　月　日（　ヶ月）



＊　取引停止及び指名停止の通知の写しを添付すること。


上記の措置を受けていない場合は、その旨を下欄に記入すること。





